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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　銅７１．５質量％～６２．０質量％と不可避不純物とを除き残部が亜鉛とからなるα黄
銅において、
　引張り強さが４５１ＭＰａ～５１９ＭＰａであり、エリクセン値が８．５以上という成
形加工性を備え、且つ、優れた耐応力腐食割れ性能を備えたことを特徴とした硬質α黄銅
。
【請求項２】
　平均結晶粒径が１μm～２μmである請求項１に記載の硬質α黄銅。
【請求項３】
　任意の粒径のα黄銅板材を、８３％以上の加工率で冷間圧延加工した後、最終的な再結
晶焼鈍処理を行うことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の硬質α黄銅の製造方法
。
【請求項４】
　平均結晶粒径を１μｍ～２μｍに調整したα黄銅板材を、２０％～８２％の加工率で冷
間圧延加工した後、最終的な再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする請求項１又は請求項
２に記載の硬質α黄銅の製造方法。
【請求項５】
　平均結晶粒径を３μｍ～６μｍに調整したα黄銅板材を、７０％～８２％の加工率で冷
間圧延加工した後、最終的な再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする請求項１又は請求項
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２に記載の硬質α黄銅の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本件発明は、硬質α黄銅及びその硬質α黄銅の製造方法に関する。より具体的には、Ｊ
ＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ２７２０に規定するＨ材と組成が同
一範囲にあり、同等の引張り強さを備えるが、特に成形加工性及び耐応力腐食割れ性に優
れた硬質α黄銅材及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ２７２０に規定する
Ｈ材（以下、単に「Ｈ材」と称することがある。）は、機械的強度が比較的高く、導電率
も比較的良好で、しかも安価であることから、端子、コネクター等の電子部品、機構部品
として広く使用されてきた。
【０００３】
　ところが、上述の市場を流通する一般的なＨ材は、部品に加工する際に、１８０度密着
曲げ加工、バーリング加工、張り出し加工、プレスによる深く細かい突起形成等の強加工
を加えようとしても、その機械的強度の高さ、結晶特性等に起因して、成形加工性が不足
する傾向がある。そのため、より成型加工性の優れた素材を適用しようとすると、多少引
張り強さに欠けるとしても、より伸び率に優れ材質を選択することになる。これは機械的
強度の質別を落とすという意味でもあり、質別を落とすということは、材料力学的観点か
ら見て、製品の肉厚を増やす等の設計変更に繋がり、部品重量の増加、トータル的材料コ
ストの上昇等を招くこともあり不利となる。また、黄銅材の場合、耐応力腐食割れ性に劣
るという欠点を不可避的に備えているため、その使用環境によっては材質を丹銅に変更す
ることも頻繁に行われる。
【０００４】
　当該Ｈ材の、一般的な製造プロセスを考えるに、鋳造、熱間圧延、面削、冷間圧延、連
続焼鈍、冷間圧延の後、結晶粒径を抑えた連続焼鈍、１５％～２５％の調質圧延によって
製造される。そして、圧延加工と熱処理との間又は後に、脱脂、酸洗、矯正、切断、メッ
キ等の種々の付加的工程が設けられるものである。そして、非特許文献１に開示の内容か
ら推察できるように、当該Ｈ材レベルの引張り強さを得ようとすると、圧延加工プロセス
等の塑性加工手段による加工硬化を利用する方法が採用され、所望の強度を得るのである
。
【０００５】
　また、特許文献１には、結晶粒の微細な黄銅を製造する方法が開示されている。ところ
が、この特許文献１に開示の製造方法では、大きな加工率による圧延加工を多段階で繰り
返し行う必要がある。従って、肉厚の薄い製品を得ようとする場合には応用可能な技術で
ある。一方、比較的厚い製品を得ようとする場合には、強加工条件での圧延加工プロセス
を複数回にわたって適用することは困難な場合がある。また、特許文献１に開示の内容で
は、最終的に行う焼鈍に関する記述はあるが、その前の焼鈍条件の制御も重要であるが、
何ら開示はない。
【０００６】
　硬質黄銅材を、焼鈍上がり材として使用するという技術的思想は、殆ど検討されてこな
かった。このような該焼鈍材をそのまま使用する思想を生まなかったという現状は、圧延
を行う中間材としての微細結晶粒を持った焼鈍材に関しては、当業者間において製造ノウ
ハウとして取り扱われ秘匿されていたり、製造方法の一部に関してのみの情報しか相互に
知り得なかったことが原因とも考えられるが、これだけが理由だけでない。市場にＨ材相
当品として黄銅材を流通させるには、単にＪＩＳ規格に記載された機械的物性をクリアす
ればよいとして、強度を合わせることのみを追求するのでは不足であり、成型加工性等の
他の特性において従来の黄銅材にない特徴が出せない限り、新製品として市場で広く受け
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入れられるだけの市場性に欠けるという理由が自ずと生じていた。
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－２９２８７５号公報
【非特許文献１】伸銅品データブック、日本伸銅協会、第１８頁
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　以上のような現状を鑑みるに、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ
２７２０に規定するＨ材と同等の強度を備え、且つ、上述の１８０度密着曲げ加工、バー
リング加工、張り出し加工、プレスによる深く細かい突起形成等の強加工における高い加
工信頼性を備える良好な成形加工性を備える黄銅材料が要望されるのは当然である。
【０００９】
　しかも、同時に黄銅でありながら丹銅と同程度の耐応力腐食割れ性を備えるものであれ
ば、その使用範囲が急激に拡大することになり、市場の受ける技術的発展は極めて大きな
ものとなる。
【００１０】
　更に、上記特許文献１に開示の技術と異なり、薄物部品等に限定せず、厚物部品にも適
用しやすく、且つ、従来の製造設備を使用して可能な限り少ない工程で微細結晶を備える
強化黄銅とする事が出来れば、安価で、高品質の強化黄銅製品を市場に供給できることに
なる。
【００１１】
　以上のことから、本件発明は、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ
２７２０に規定するＨ材と同等の強度を備え、同時に、上述の強加工条件に耐え得る良好
な成形加工性を備え、耐応力腐食割れ性が良好な硬質α黄銅材及びその製造方法等を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　そこで、上述の目的を達成するため、後述する製造方法を用いることにより、初めて得
られる硬質α黄銅を採用したのである。
【００１３】
本件発明に係る硬質α黄銅：　本件発明に係る硬質α黄銅は、銅７１．５質量％～６２．
０質量％と不可避不純物とを除き残部が亜鉛とからなるα黄銅において、引張り強さが４
５１ＭＰａ～５１９ＭＰａであり、エリクセン値が８．５以上という成形加工性を備えた
ことを特徴とし、耐応力腐食割れ性が良好である。
【００１４】
　そして、上述の硬質α黄銅は、平均結晶粒径が１μm～２μmであることが好ましい。
【００１５】
硬質α黄銅の製造方法：　本件発明に係る硬質α黄銅の製造方法は、大別して３つの製造
方法として分類することが可能である。以下、第１製造方法～第３製造方法として分類す
る。
【００１６】
　第１製造方法は、任意の粒径のα黄銅板材を、８３％以上の加工率で冷間圧延加工した
後、最終的な再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする硬質α黄銅の製造方法である。
【００１７】
　第２製造方法は、平均結晶粒径を１μｍ～２μｍに調整したα黄銅板材を、２０％～８
２％の加工率で冷間圧延加工した後、最終的な再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする硬
質α黄銅の製造方法である。
【００１８】
　第３製造方法は、平均結晶粒径を３μｍ～６μｍに調整したα黄銅板材を、７０％～８
２％の加工率で冷間圧延加工した後、最終的な再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする硬
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質α黄銅の製造方法である。
【発明の効果】
【００１９】
　本件発明に係る硬質α黄銅は、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ
２７２０に規定するＨ材と同等の強度を備え、同時に、上述の強加工条件に耐え得る良好
な成形加工性を備え、耐応力腐食割れ性が丹銅と同等の良好なものとなる。
【００２０】
　しかも、この本件発明にかかる硬質α黄銅は、薄肉化してＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ
　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ２７２０のいずれかに規定の１／２Ｈ材相当の材料が使用され
ている用途への使用が可能となる。
【００２１】
　また、本件発明に係る硬質α黄銅の製造は、上述の第１製造方法～第３製造方法のいず
れの場合においても、最終的には再結晶焼鈍を加え、焼鈍上がり材として本件発明に係る
硬質α黄銅を製造する点に特徴を有する。このような製造方法によれば、冷間圧延加工前
の結晶粒径に応じて、所定の加工率での冷間圧延加工を施す点、及び、その後所望の結晶
粒径となるように再結晶焼鈍を行う点のみが厳密な制御を必要とすることになり、制御ポ
イントが少なく、短い工程と出来るため、本件発明に係る硬質α黄銅を安価且つ効率よく
生産することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本件発明に係る硬質α黄銅及びその硬質α黄銅の製造方法に関する形態並びに実
施例に関して説明する。
【００２３】
硬質α黄銅の形態：　本件発明に係る硬質α黄銅は、銅７１．５質量％～６２．０質量％
と不可避不純物とを除き残部が亜鉛とからなるα黄銅において、引張り強さが４５１ＭＰ
ａ～５１９ＭＰａであり、エリクセン値が８．５以上という成形加工性を備えたことを特
徴とし、後述する試験方法によれば、応力腐食割れ破断時間が６時間以上の耐応力腐食割
れ性能を備えたものとなる。
【００２４】
　ここで硬質α黄銅の組成は、銅７１．５質量％～６２．０質量％と不可避不純物とを除
き残部が亜鉛とからなる。即ち、当業者であれば、容易に理解できるが、ＪＩＳ　Ｃ２６
００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ２７２０の組成の範囲にある。従って、この組成
のみに着目する限り、何ら技術的特徴は持ち得ない。
【００２５】
　即ち、本件発明に係る硬質α黄銅の持つ物性的特徴としては、引張り強さ、成形加工性
、耐応力腐食割れ性の各特性が同時に良好な範囲にあるという点にある。最初に、「引張
り強さ」に関して述べるが、引張り強さが４５１ＭＰａ～５１９ＭＰａという範囲は、Ｊ
ＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ２７２０に規定するＨ材の引張り強
さの範囲と同等の強度を備えることを意味している。当該引張り強さが、４５０ＭＰａ未
満ではＪＩＳ規格に定める１／２Ｈ材相当のレベルでもあり、強度的に不足となるからで
ある。一方、当該引張り強さが、５２０ＭＰａを超えるものになると、ＪＩＳ規格に定め
るＥＨ材相当の物性を備えるものともなり、成形加工性の劣化が顕著となる。
【００２６】
　そして、本件発明に係る硬質α黄銅の成形加工性に関しては、「エリクセン値」を主に
採用する。そして、このエリクセン値が８．５以上であることが良好な成形加工性を備え
る基準としている。エリクセン値の測定に関しては、試料の板厚による影響（板厚依存性
）が小さく、信頼性の高い相対評価と言える。エリクセン値を用いた成形加工性の評価に
おいて、エリクセン値が１０以上の場合には軽い深絞り加工が可能と判断される。そして
、９以上であれば、１８０度密着曲げが可能と判断される。そして、本件発明で言う、強
加工（厳しい加工）とは、部分的に厚部位を備える素材に１８０度密着曲げ加工を施す、
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材料厚みに関係なくバーリング加工や張り出し加工を施す、プレスで深く細かい突起を作
る等を言うのであり、これらの強加工時に必要な成形加工性を備えると判断するためには
、少なくとも８．５以上のエリクセン値が必要であると判断出来る。
【００２７】
　更に、成形加工性の一つの判断基準として、「１８０度密着曲げ試験」を簡易的に採用
することも可能である。ここで、良好な成形加工性を備えると判断するためには、１８０
度密着曲げ試験を行っても全くクラックの発生しない程度の品質が要求される。従って、
成形加工性の判断基準は、１８０度密着曲げ試験を行った場合にクラック発生が起こるか
否かである。ここで言う１８０度密着曲げ試験とは、当業者であれば、容易に理解できる
試験であるため、ここでの詳細な説明は省略し、実施例中で実験に用いた方法を記載する
に止める。
【００２８】
　更に、耐応力腐食割れ性に関して説明する。本件発明において、耐応力腐食割れ性の評
価試験は、図２に示すような小型の引張試験片形状に加工したサンプル１を縦型に保持す
る。そして、図２から理解できるように、適当なサイズのビニール等のプラスチック袋２
を用意し、当該プラスチック袋２の底部にはサンプル１を通すことのできる挿入開口部３
を設けておく。そして、図２に示すように、当該プラスチック袋２の底部の挿入開口部３
にサンプル１を通す。その状態、プラスチック袋２の上部開口部及び挿入開口部３を、着
脱部材７（輪ゴム等）を用いてサンプル１の胴体部４に固定する。このとき、プラスチッ
ク袋２の下部には一定の弛みを持たせ、図２（ｃ）に示したように、プラスチック袋２の
弛み部分に、１８質量％濃度のアンモニア水５を適量入れ、サンプル１とアンモニア水と
が直接接触しない状態とする。次に、サンプル１の下部に所定の分銅６をつるし、破断ま
での時間を経時カウンターで測定する。このときの測定で得られる破断時間は、一定の範
囲でバラツクが、複数回の計測を行ったり、荷重を変えたりして妥当な数値として求める
。この方法において、付加する静応力を５０ＭＰａとした場合の耐応力腐食割れ性の判断
基準となる破断時間は、一般の一種黄銅で１時間、８５／１５丹銅で６～２０時間、９０
／１０丹銅で６０時間程度である。そこで、応力腐食割れ性の優れたと表現するときは、
破断時間が６時間以上の場合とした。
【００２９】
　金属材料の場合、上述のような機械的物性等は、その結晶特性により定まるのが殆どで
ある。特に、上記成形加工性を向上させるには、一般的に焼鈍温度を高くするなどして結
晶粒径を大きくして高いエリクセン値を得たり、同じ結晶粒径の焼鈍材に対する調質圧延
率を低くして高いエリクセン値を得る方法が採用される。これに対して、本件発明者等は
、微細結晶粒を備えた黄銅材の物性を種々研究する中で、微細結晶粒を持った黄銅は、結
晶粒径を大きくしなくとも高い成形加工性を備えることに想到した。もとより、結晶粒を
微細化した素材は、高い強度を持つものとなることは公知である。しかしながら、高い強
度と良好な成形加工性とを同時に成立させる方法に関しては、明らかにされてこなかった
。即ち、高い強度と良好な成形加工性とを同時に成立させた硬質α黄銅とするためには、
所定の引張り強さと成形加工性とが両立できるようにするためには、上記引張り強さを備
えることを前提として、平均結晶粒径が３μｍ以下とすることが望ましいのである。また
、後述する製造方法を採用することで、本発明に係る大部分の硬質α黄銅は、１μｍ～２
μｍの範囲の平均結晶粒径を安定的に備えることが可能である。
【００３０】
　以上に述べてきた本件発明にかかる硬質α黄銅は、電子部品や機構部品に好適に使用さ
れる。
【００３１】
硬質α黄銅の製造方法の形態：　上述のように本件発明に係る硬質α黄銅の製造方法は、
第１製造方法～第３製造方法として分類できる。従って、これらに分類して、以下に説明
する。最初に明記しておくが、以下に述べる第１製造方法～第３製造方法として記載する
条件の中で冷間圧延して得られる以外の板材を用いると、その後の再結晶条件をいかに調
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整しても混粒となってしまい、所望の結晶粒径を得ることが出来ない。これに対し、第１
製造方法～第３製造方法に規定する条件を満足すれば、実質的に１回乃至２回の圧延焼鈍
工程で、従来に無い高い成形加工性と耐応力腐食割れ性とＨ材並の強度を備える硬質α黄
銅の製造が出来る。
【００３２】
　第１製造方法は、任意の粒径のα黄銅板材を、８３％以上の加工率で冷間圧延加工した
後、再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする硬質α黄銅の製造方法である。ここで言う、
「任意の粒径のα黄銅板材」とは、一般的に行われる連続鋳造、熱間圧延の後の熱間圧延
材の場合を含む概念として記載しており、特段の結晶粒径の限定は要さないとの意で記載
している。
【００３３】
　そして、任意の粒径の板材の場合、８３％以上の加工率で冷間圧延を施す。即ち、どの
ような粒径であっても、８３％以上の加工率で冷間圧延を施せば、強加工によって１μｍ
前後のサブグレインを結晶内に導入することができ、且つ、均一な組織として得られる。
そして、このサブグレインの存在により、微細な再結晶状態を得ることが出来るようにな
る。例えば、実験室的に熱間圧延を施し０．１ｍｍ～０．２ｍｍの平均結晶粒径を備える
板材、又は製造現場の熱間上がりの動的再結晶をした平均結晶粒径２５μｍの板材でも、
８３％以上の加工率で強加工を行い、所定の条件で再結晶化させると、混粒の発生もなく
、平均結晶粒径として３μｍ以下の結晶粒が得られる。従って、比較的大きな結晶粒径の
板材に対し、８３％未満の加工率を採用すると、結晶内へのサブグレインの導入が不均一
になり、再結晶化させた組織は、再結晶条件をいかに調整しても、混粒の発生が顕著にな
り、平均結晶粒径として３μｍ以下の結晶粒を得ることが出来ないのである。なお、冷間
圧延加工に用いる加工率の上限を規定していないが、耳われ等の不良発生率、生産効率等
を考慮すると、加工率９２％程度が上限であると判断できる。
【００３４】
　ここで、最終的な再結晶焼鈍を行う前に、１回以上の中間的再結晶焼鈍を行う場合があ
ることを述べておく。このような中間的再結晶焼鈍を複数回行う場合には、再結晶焼鈍と
再結晶焼鈍との間に圧延処理工程を設けるのが通常であり、最終製品の板厚と中間焼鈍時
の板厚と加工率とを考慮して、中間的再結晶焼鈍で作り込む結晶粒径を制御する。そして
、本件発明に係る加工率に準じて冷間圧延加工した後、最終的な再結晶焼鈍処理を行う。
最終再結晶焼鈍は、最終再結晶焼鈍の結果として得られる硬質α黄銅に対する要求特性と
して、（ｉ）引張り強さが４５１ＭＰａ～５１９ＭＰａの範囲、（ｉｉ）平均結晶粒径が
１μm～２μmの範囲、（ｉｉｉ）エリクセン値が８．５以上という成形加工性、（ｉｖ）
応力腐食割れ破断時間が６時間以上の耐応力腐食割れ性能、の各性能を満足できるように
再結晶温度、再結晶時間、再結晶雰囲気、再結晶焼鈍処理と再結晶焼鈍処理との間の圧延
処理の再結晶条件を定めればよいのである。しかしながら、敢えて限定が可能であるとす
れば、連続焼鈍法を採用する方が、より均質な再結晶組織が得られるので好ましい。そし
て、このときの炉温は、炉の能力に左右されるが、３５０℃～６５０℃程度の範囲の再結
晶温度を採用することが好ましい。なお、最終的な再結晶焼鈍を行う前に、１回以上の中
間的再結晶焼鈍を行う場合があるのは、以下の第２製造方法及び第３製造方法においても
同様である。以上のようにして、本件発明に係る硬質α黄銅の製造が出来るのである。
【００３５】
　第２製造方法は、平均結晶粒径を１μｍ～２μｍに調整したα黄銅板材を、２０％～８
２％の加工率で冷間圧延加工した後、再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする硬質α黄銅
の製造方法である。この第２製造方法は、第１製造方法では「任意の粒径のα黄銅板材」
としていたのに対し、「平均結晶粒径を１μｍ～２μｍに調整したα黄銅板材」として、
当初の板材の平均結晶粒径が１μｍ～２μｍの範囲にあると判明している場合、冷間圧延
加工において８３％未満の加工率を採用することが出来ることを明らかにしている。当初
の板材の結晶粒径が既に微細化できていることが分かれば、過剰な強加工は不要であり、
生産コストの削減も行えるからである。また、当初から板材の平均結晶粒径を１μｍ～２
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加工率を採用して冷間圧延加工を行うことが、１μｍ前後のサブグレインを結晶内に均一
に導入する観点から好ましい。その結果、この組織を再結晶焼鈍することにより、均一で
微細な再結晶状態を得ることが出来る。従って、第２製造方法において、冷間圧延加工の
際の加工率を２０％未満とすると、α黄銅板材の結晶組織内に１μｍ前後のサブグレイン
を均一に導入する事が困難である。一方、冷間圧延加工の際の加工率が８２％を超えるも
のとすると、第１製造方法と変わらない加工率となり、合理性に欠けることになる。この
ようにして、本件発明に係る硬質α黄銅の製造が出来るのである。
【００３６】
　第３製造方法は、平均結晶粒径を３μｍ～６μｍに調整したα黄銅板材を、７０％～８
２％の加工率で冷間圧延加工した後、再結晶焼鈍処理を行うことを特徴とする硬質α黄銅
の製造方法である。この第３製造方法は、第１製造方法では「任意の粒径のα黄銅板材」
としていたのに対し、「平均結晶粒径を３μｍ～６μｍに調整したα黄銅板材」としてい
る。即ち、当初の板材の平均結晶粒径が３μｍ～６μｍの範囲にあると判明している場合
、冷間圧延加工において８３％未満の加工率を採用することが出来ることを明らかにして
いる。これは、第２製造方法の場合と同様で、当初の板材の結晶粒径が一定のレベルにな
っていることが分かれば、過剰な強加工は不要であり、生産コストの削減も行えるからで
ある。第３製造方法の場合、当初の平均結晶粒径は３μｍ～６μｍの範囲にあるため、冷
間圧延加工により結晶組織内に１μｍ前後のサブグレインを結晶内に均一に導入しなけれ
ばならない。そうでなければ、事後的な再結晶焼鈍により、均一で微細な再結晶状態を得
ることが出来ない。従って、第３製造方法において、冷間圧延加工の際の加工率を７０％
未満とすると、α黄銅板材の結晶組織内に１μｍ前後のサブグレインを均一に導入する事
が困難である。一方、冷間圧延加工の際の加工率が８２％を超えるものとすると、第１製
造方法と変わらない加工率となり、合理性に欠けることになる。このようにして、本件発
明に係る硬質α黄銅の製造が出来るのである。
【００３７】
　以上のようにして得られる硬質α黄銅は、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、
ＪＩＳ　Ｃ２７２０のいずれかに規定の１／２Ｈ材相当の物性を考慮して、当該１／２Ｈ
材を使用した部位又は部品に対しての適用も可能である。従来１／２Ｈ材を使用していた
範囲で、本件発明に係るＨ材相当の物性を備える硬質α黄銅を用いるのである。即ち、本
件発明に係るＨ材相当の物性を備える硬質α黄銅とは、（ｉ）引張り強さが４５１ＭＰａ
～５１９ＭＰａ、（ｉｉ）平均結晶粒径が１μm～２μm、（ｉｉｉ）エリクセン値が８．
５以上という成形加工性を有し、（ｉｖ）応力腐食割れ破断時間が６時間以上の耐応力腐
食割れ性能を備えたものであり、この硬質α黄銅を用いることで、１／２Ｈ材を使用して
いた部位若しくは部品の薄肉化を図ることが可能で、薄肉化してもＪＩＳ　Ｃ２６００、
ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ２７２０のいずれかに規定の１／２Ｈ材相当の部品強度
を得ることができ、部品重量の軽減を可能とする。
【実施例１】
【００３８】
　以下、実施例を通じて本件発明をより詳細に説明する。実施例に用いた黄銅インゴット
はすべて鋳造工場で半連続鋳造法で鋳造されたものである。表１には、各インゴットの組
成を掲載する。
【００３９】
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【表１】

【００４０】
　インゴット１～インゴット３を熱間圧延し、面削後、加工率は８５％で冷間圧延して１
．８ｍｍの素板を得た。ここまでの工程は、従来から行われていた一般的加工工程である
。その後、インゴット１から得られた素板に再結晶焼鈍（表中には「再結晶焼鈍１」と表
示）のみを施し試料１とした。その他の試料２～試料５は、当該素板に再結晶焼鈍１を施
し、本件発明に係る加工率に準じて冷間圧延加工し、再結晶焼鈍２を行い製造した。この
ときの製造条件が一見して分かるように表２に各試料毎に製造条件を示した。製造はすべ
て現場ラインで行い、焼鈍は連続焼鈍法を用いた。試料１～試料５の内、試料３と試料４
とは、温度４２０℃での連続焼鈍を行った際の通板速度に相違がある。即ち、試料４は、
試料３の通板速度を基準として、３３％程度速く通板している。
【００４１】
【表２】

【００４２】
　表２に示した製造条件で得られた試料１～試料５の硬質α黄銅の特性と、市販の製品の
特性（比較例１～比較例３として記載したＨ材及び１／２Ｈ材の調質圧延率は、１％～２
５％の範囲に入る。）とを対比可能なように表３に掲載した。
【００４３】
【表３】

【００４４】
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表３に基づく実施例と比較例との対比：　最初に引張り強さに関して対比する。表３から
、本件発明に係る実施例（試料１～試料５）の各試料の引張り強さは４５１ＭＰａ～５１
９ＭＰａの範囲にあることが分かる。これに対し、比較例１～比較例３の引張り強さは４
１０ＭＰａ～４９９ＭＰａの範囲となっている。従って、本件発明に係る硬質α黄銅であ
る各試料の引張り強さは、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ２７２
０のいずれかに規定のＨ材相当の引張り強さを備える事が理解できる。
【００４５】
　次に、硬度と結晶粒径との対比に関して説明する。一般的に、鍛造等の物理的手法で加
工を加えると加工硬化を起こし、結晶粒は変形して硬度が上昇する。しかしながら、比較
例１～比較例３の結晶粒径は６μｍ～１７μｍ、硬度（ビッカース硬度）は１０６Ｈｖ～
１５７Ｈｖである。これに対して、試料１～試料５の結晶粒径は１．２μｍ～２．３μｍ
、硬度（ビッカース硬度）は１３８Ｈｖ～１５９Ｈｖである。図１に試料1の金属顕微鏡
写真を示しているが、この場合の平均結晶粒径は１．９μｍである。即ち、試料１～試料
５の結晶粒径は比較例１～比較例３の結晶粒径と比べて細かいにも拘わらず、硬度（ビッ
カース硬度）は同程度である。即ち、本件発明に係る硬質α黄銅は、塑性変形する際のス
ベリ面を遮断する結晶粒界が多く、強度が高くなる。また、本件発明に係る硬質α黄銅の
成形加工性が優れているのは、単に転位密度の低い再結晶粒の存在だけに起因するもので
はなく、種々の方位を持つ微細な結晶粒が多いため、不均質変形を起こしやすくなるため
と考えられる。
【００４６】
　以上の硬度と結晶粒径との対比からの理解を裏付けるのが、成形加工性の評価試験であ
る。ここでは、１８０度密着曲げ試験とエリクセン試験とを成形性評価のために用いた。
まず、１８０度密着曲げ試験の結果を対比する。このときの１８０度密着曲げ試験は、圧
延方向に平行に曲げ軸を取る（Ｂａｄ　ｗａｙ曲げ）で、１８０度密着曲げを行い、外表
面を観察し、その検察結果として所見を記載している。この試験に関しては、黄銅板材の
厚みが厚いもの程、厳しい試験条件と言える。板厚に関してみると、各試料と比較例との
板厚が完全に一致したものはないが、試料１及び試料２の厚さは比較例１よりも厚く、そ
の他の試料３～試料５は比較例２及び比較例３と同等の厚さとなっている。しかしながら
、表３から分かるように、比較例１及び比較例２のＨ材製品の場合には、１８０度密着曲
げ試験を行うと、全て微小クラックの発生が認められる。これに対し、本件発明に係る試
料１～試料５にはシワ発生が認められる場合はあっても、クラックの発生までは確認でき
なかった。そして、このことは１／２Ｈ材である比較例３と同等の性能を示すことになる
。従って、実施例に係る試料１～試料５は、Ｈ材である比較例１及び比較例２よりも成形
加工性に優れ、１／２Ｈ材と同等の成形加工性を備えると判断できる。
【００４７】
　また、成形加工性の判断を行うため、張り出し性の指標となるエリクセン値を測定した
。エリクセン試験は、通常手動で行うＡ法を用いるが、試料１は板厚が厚いため油圧を用
いるＢ法で行った。そして、本来のエリクセン試験は、クラックの発生し始める高さを測
定して評価に用いるのであるが、試料１の場合は厚いため、エリクセン値が９．２という
高い値を示しているが、Ｂ法のためにクラックの発生は明瞭に認められていない。このエ
リクセン値は、１０を超えると絞り加工が可能な成形加工性を備えていると判断される。
表３から、他のエリクセン値を判断すると、実施例に係る試料２、試料４、試料５がエリ
クセン値１０．０を超えている。試料３に関しても、エリクセン値が１０．０を超えない
までも、９．６という高い値を示している。一方、Ｈ材である比較例１及び比較例２のエ
リクセン値は、７．４～８．２の範囲であり、実施例に係る各試料のエリクセン値を下回
り、成形加工性において劣ることが理解できる。なお、比較例３は、１／２Ｈ材であり、
このエリクセン値は１０．４であり、実施例に係る本件発明に係る硬質α黄銅の成形加工
性が、同等のレベルにあることが理解できる。具体的には、同じエリクセン値が得られた
試料４と比較例３とを対比すると、引張強さは４９９ＭＰａ（試料４）と４１０ＭＰａ（
比較例３）であり、実施例に係る試料４の方が比較例３の１．２倍程度の強度を示してい
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る。そして、試料４と比較例３とのエリクセン値は同等である。このことは、その成形加
工性に優れた特性が必要であるが故に、従来においては１／２Ｈ材を使用せざるを得なか
った場合に、同等の成形加工性を示す本件発明に係る硬質α黄銅を選択する事が可能とな
る。係る場合、本件発明に係る硬質α黄銅は、１／２Ｈ材より強度が高いため、同じ強度
が要求される限り、材料の薄肉化とコストダウンとを同時に達成することが可能となる。
【００４８】
　そして、耐応力腐食割れ性の評価試験の結果を対比して説明する。上述のように、耐応
力腐食割れ性は、破断時間が６時間を超えている場合に優れていると評価できる。表３か
ら分かるように、比較例２及び比較例３の破断時間は、１．１時間及び１．３時間となっ
ている。これに対して、本件発明に係る試料１～試料５の破断時間は６時間～１７時間と
なり、極めて良好な耐応力腐食割れ性を示すことが分かる。
【００４９】
　また、試料２に関しては、表２から明らかなように、冷間加工前の初期結晶粒径１．９
μｍのα黄銅板材に対し、冷間圧延の加工率を５６％とし、再結晶焼鈍を５５０℃で行っ
ている。これに対し、（１）同じ初期結晶粒径１．９μｍのα黄銅板材に対し、実験室的
に冷間圧延の加工率を２０％とし１．４ｍｍの板厚とし、塩浴を用いた再結晶焼鈍温度を
４４０℃とした場合（試料６）と、（２）同じ初期結晶粒径１．９μｍのα黄銅板材に対
し１．１ｍｍの板厚とし、冷間圧延の加工率を４０％とし、塩浴を用いた再結晶焼鈍温度
を４２０℃とした場合（試料７）との試料を作成し、より適正な加工率の割り出しを行っ
た。このときの試料６及び試料７の結晶粒径と機械的性質とを表４に掲載した。
【００５０】

【表４】

【００５１】
　この表４によれば、初期結晶粒径１．９μｍのα黄銅板材に対し、２０％の加工を加え
ても所望の範囲内の特性が得られることが理解できる。しかしながら、試料６の方が引張
り強さ及び硬度という観点から見た強度が、試料７に比べ相対的に低く結晶粒径も大きく
なっている。従って、４０％以上の加工率を適用することがより好ましいことが理解でき
る。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　本件発明に係る硬質α黄銅は、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０、ＪＩＳ　Ｃ
２７２０に規定するＨ材と同等の強度を備え、同時に、上述の強加工条件に耐え得る良好
な成形加工性及び丹銅と同等の良好な耐応力腐食割れ性を備える。従って、従来の当該Ｈ
材の使用できなかった環境に於いても使用可能なものとなり、黄銅製品の使用の幅が拡大
する。また、本件発明にかかる硬質α黄銅は、ＪＩＳ　Ｃ２６００、ＪＩＳ　Ｃ２６８０
、ＪＩＳ　Ｃ２７２０のいずれかに規定の１／２Ｈ材と同程度の成形加工性を要する用途
に利用可能であり、しかもＨ材並の強度があるため、従来１／２Ｈ材を使用してきた部品
等を薄肉化して軽量化とコストダウンとを図ることが可能となる。
【００５３】
　また、本件発明に係る硬質α黄銅の製造は、最終的には再結晶焼鈍を加え、結晶粒径を
制御した焼鈍上がり材である点に特徴を有する。この結晶組織は、結晶粒径が微細で有り
、且つ、結晶粒の方位が多様となる等の理由で成形加工性に優れたものとなる。本件発明
に係る製造方法は、冷間圧延加工前の結晶粒径に応じて、所定の加工率での冷間圧延加工
を施し、その後所望の結晶粒径となるように再結晶焼鈍を行うのみで厳密な結晶制御が可
能であり、制御ポイントが少なく、短い工程と出来るため、本件発明に係る硬質α黄銅を
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安価且つ効率よく生産することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】試料１の硬質α黄銅の金属顕微鏡による結晶組織写真である。
【図２】耐応力腐食割れ性の指標として用いる破断時間を測定する際の測定方法を示す概
念図である。
【符号の説明】
【００５５】
１　サンプル
２　プラスチック袋
３　挿入開口部
４　胴体部
５　アンモニア水
６　分銅
７　着脱部材

【図２】
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